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３ 予算額 

 ⑴ 債務負担行為 

事項 期間 限度額 

（仮称）日の出町児童センター

指定管理業務 
令和６年度～令和 11 年度 258,272 千円 

 

４ 今後の予定 

令和６年（2024 年）６月 指定管理者募集 

９月 指定管理者選定 

11 月 定例会において指定管理者指定の提案 

令和７年（2025 年）６月 （仮称）日の出町児童センター開館 
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議案第 29 号参考資料 

児童部子育て政策室 

 

児童会館運営事業における千里山竹園児童センターに係る指定管理者の選定について 

 

１ 事業の内容 

  千里山竹園児童センターについては、平成 21 年（2009 年）の開設当初から指定管理

者制度を導入し、管理運営を行っております。 

  現指定管理者の指定期間が令和６年度（2024 年度）までであることから、実施予定

である児童館の機能強化の内容を踏まえ、令和７年度（2025 年度）からの指定管理者

選定に向けた取組を実施するものです。 

 

２ 管理運営内容 

事項 内容 

利用対象者 ⑴ 小学生から中学生まで 

⑵ 乳幼児及びその保護者 

⑶ 児童関係団体の指導者及びこれに準ずる者 

⑷ その他市長が適当と認める者 

開館時間 午前 10 時から午後６時まで（通年） 

休館日 ⑴ ５月３日から５月５日 

⑵ 12 月 29 日から１月３日 

館長 指定管理者が設置（１名） 

その他の職員 指定管理者が設置（児童厚生員等） 

指定管理者が

行う業務 

⑴ 施設及び附属設備の維持管理業務（警備、清掃、設備保守、

修繕等） 

⑵ 窓口等受付業務及び施設の使用許可業務 

⑶ 主催事業 

⑷ 児童と地域との交流に資する事業 

 

３ 予算額 

 ⑴ 債務負担行為 

事項 期間 限度額 

千里山竹園児童センター 

指定管理業務 
令和６年度～令和 11 年度 192,494 千円 
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４ 今後の予定 

令和６年（2024 年）６月 指定管理者募集 

９月 指定管理者選定 

11 月 定例会において指定管理者指定の提案 

令和７年（2025 年）４月 指定管理期間開始 
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議案第 29 号参考資料 

児童部こども発達支援センター 

 

児童発達支援事業におけるこども発達支援センターの機能強化について 

 

１ 事業の内容 

令和６年（2024 年）４月の児童福祉法一部改正により、児童発達支援センターの

地域における障がい児支援の中核機能が以下のとおり明確化されました。 

（１）幅広い高度な専門性に基づく発達支援・家族支援機能 

（２）地域の障害児通所支援事業所に対するスーパーバイズ・コンサルテーション

（助言・指導）機能 

（３）地域のインクルージョン（参加・包摂）推進の中核機能 

（４）地域の発達支援に関する入口としての相談機能 

これらの中核機能の充実に向け、心理士 1 名、作業療法士 1 名、言語聴覚士 1 名の

会計年度任用職員を新たに配置し、吹田市立こども発達支援センターの機能強化を図

るものです。 

令和６年度（2024 年度）に新たに実施していく具体的な取組としては、地域の障

害児通所支援事業所に対するアウトリーチ（出張）型の支援や研修の充実等を予定し

ており、これらの取組を通じて市域全体の療育の質の向上を進めてまいります。 

 

２ 予算額 

 ⑴ 歳出予算 12,077 千円 

   （款）民生費（項）児童福祉費（目）こども発達支援センター費 

   （大事業）こども発達支援センター事業（小事業）児童発達支援事業 

節名称 予算額(千円) 説明等 

報酬 7,805 会計年度任用職員 3 人分 

職員手当等 2,036 会計年度任用職員 3 人分 

共済費 1,791 会計年度任用職員 3 人分 

旅費 360 会計年度任用職員 3 人分 

負担金、補助及び交付金 85 会計年度任用職員 3 人分 

 

 ⑵ 歳入予算（特定財源） 9,664 千円 

  （款）国庫支出金（項）国庫補助金（目）民生費国庫補助金 

節名称 予算額(千円) 説明等 

児童虐待防止対策等総合 

支援事業費補助金 

6,436 障がい児支援を行うための体制整備

に係る職員の人件費 補助率１/２ 
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  （款）府支出金（項）府補助金（目）民生費府補助金 

節名称 予算額(千円) 説明等 

児童虐待防止対策等総合 

支援事業費補助金 

3,218 障がい児支援を行うための体制整備

に係る職員の人件費 補助率１/４ 

 

  （款）諸収入（項）雑入（目）雑入 

節名称 予算額(千円) 説明等 

雑入 10 雇用保険料本人負担分 

 

３ 今後の予定 

令和６年（2024 年）４月 会計年度任用職員を配置し、本事業開始 
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議案第 29 号参考資料 

児童部保育幼稚園室 

 

特定教育・保育施設等運営助成事業における医療的ケア児保育支援事業の 

拡充について 

 

１ 事業の内容 

本市では、国の補助金事業である「医療的ケア児保育支援事業」（保育対策総合支

援事業補助金）を活用して、私立保育所等が医療的ケア児を受け入れる際に必要な

費用（医療的ケアを行う看護師・保育士・補助者の人件費、研修に要する経費）を

助成し、医療的ケア児の受け入れ態勢を整備しているところです。 

国の令和６年度（2024 年度）予算概要において、本事業については、医療的ケア

児の受け入れに際して必要な災害対策備品（停電時に必要となる外部バッテリー等）、

個別性に対応する備品（ベッド、抱っこひも等）が、新たに補助対象に追加され、

補助基準額も新たに追加されました。 

以上により、本市の助成内容についても、国補助金に準じた追加を行い、拡充を図

るものです。 

  ※二重線箇所が新たに追加された助成対象の内容 

 

２ 予算額 

 ⑴ 歳出予算 5,490 千円 

   （款）民生費（項）児童福祉費（目）特定教育・保育施設等助成費 

   （大事業）私立保育所等事業（小事業）特定教育・保育施設等運営助成事業 

節名称 予算額(千円) 説明等 

負担金、補助及び交付金 5,490 医療的ケア児の受け入れに当たり必

要な、看護師等の人件費及び備品の

整備費に対する補助 

対象 施設数 基準単価 補助割合 補助額 

看護師の配置に係る人件費 １施設 5,290,000 円 

10/10 

5,290,000 円 

医ケア児の災害対策に必要

な備品 
１施設 100,000 円 100,000 円 

医ケア児の個別性に応じて

必要な備品 
１施設 100,000 円 100,000 円 

計    5,490,000 円 
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 ⑵ 歳入予算（特定財源） 2,745 千円 

   （款）国庫支出金（項）国庫補助金（目）民生費国庫補助金 

節名称 予算額(千円) 説明等 

保育対策総合支援事業費 

補助金 

2,745 国 1/2、市 1/2 

  

３ 今後の予定 

令和６年（2024 年）４月 各施設へ助成事業を周知 

令和６年（2024 年）５月 

～令和７年（2025 年）３月 

補助金交付申請受付、交付決定、実績報告受領後に各

施設へ補助金交付 
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議案第 29号参考資料 

児童部保育幼稚園室 

 

   特定教育・保育施設等運営助成事業における保育特別対策費助成の拡充について 

 

１ 事業の内容 

保育所または認定こども園における保育士の配置について、国の定める配置基準及び補助

金事業等の実施に必要な加配を満たしたうえでさらに予備保育士を配置している場合には、

予備保育士の人件費について、施設の定員規模に関わらず２名分を上限として、市の単費で、

「保育特別対策費」として助成しているところです。 

しかし、予備保育士の適切な配置人数は、施設の定員規模により異なり、定員が大きな園

ほど必要な予備保育士の人数が多くなると考えられるため、２・３号認定の定員が 200名以

上の大規模な施設については、助成対象とする予備保育士の人数を現状の２名から３名に増

やし、拡充を図るものです。 

 

対象 施設数 基準単価 
実施 

月数 
補助額 

予備保育士数 

１人 

基本分 40園 251,670円 

12カ

月 

120,801,600円 

  加算分 注１ 0園 40,000円 0円 

予備保育士数 

２人 

要件（有） 注２ 24園 251,670円 72,480,960円 

要件（無） 注３ 5園 125,830円 7,549,800円 

予備保育士数 

３人 

要件（有） 注２ 2園 251,670円 6,040,080円 

要件（無） 注３ 0園 125,830円 0円 

計  206,872,440円 

  ※二重線の箇所が新たに追加した助成対象の内容 

  注１：加算の要件：小学校低学年児童の受入事業を行っている 

  注２：要件（有）は、以下の要件項目の（１）と（２）のいずれかを満たす場合に適用 

  注３：要件（無）は、以下の要件項目の（１）と（２）のいずれも満たさない場合に適用 

  要件項目（１）：発達支援保育等対策費助成の対象となる児童を２人以上受け入れている 

  要件項目（２）：看護師を配置している 

 

２ 予算額 

   歳出予算 206,873千円 

   （款）民生費（項）児童福祉費（目）特定教育・保育施設等助成費 

   （大事業）私立保育所等事業（小事業）特定教育・保育施設等運営助成事業 

節名称 予算額（千円） 説明等 

負担金、補助及び交付金 206,873 予備保育士の人件費に対する補助 
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３ 今後の予定 

令和６年（2024年）４月 各施設へ助成事業を周知 

令和６年（2024年）５月 

～令和７年（2025年）３月 

補助金交付申請受付、交付決定、各施設へ補助金交付、実績

報告 
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議 案 第 2 9 号 参 考 資 料 

市民部市民課 

 

 

 

留学生対象年金制度説明会実施に伴う通訳者同行に係る拡充について 

 

１ 事業の内容 

吹田市内各大学の留学生に国民年金制度の適切な説明を行い、手続きを進めるために、説

明会を開催してきたところですが、大学では自ら通訳者を用意することが難しく、安定的に

通訳者を確保する必要があるため、市が通訳者を用意するものです。 

 

２ 予算額 

 ⑴ 歳出予算 132千円 

（款）民生費（項）国民年金費（目）国民年金費 

（大事業）国民年金事業（小事業）国民年金事業 

節名称 予算額(千円) 積算及び説明等 

報償費 132 通訳同行者謝礼金（10 回分） 

 

⑵ 歳入予算（特定財源） 132 千円 

（款）国庫支出金（項）民生費委託金（目）国民年金取扱事務費委託金 

節名称 予算額(千円) 積算及び説明等 

国民年金取扱事務費委託金 132 国民年金法及び特定障がい者に対す

る特別障がい給付金の支給に関する

法律、国民年金事務費交付金交付要

綱に基づき、国から交付される交付

金 

 

３ 今後の予定 

令和 6 年 9 月～10 月 関西大学 1 回 大阪学院大学 1 回 大阪大学 3 回 

令和 7 年 2 月～3 月 関西大学 1 回 大阪学院大学 1 回 大阪大学 3 回 
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議案第 29 号参考資料 

健康医療部健康まちづくり室 

 

保健推進事業における健康都市連合日本支部総会・大会の開催について 

 

１ 事業の内容 

 ⑴ 概要 

本市では、保健施策の更なる発展に向けた情報収集や、本市の健康・医療のまちづく

りモデルの情報発信を行うため、平成 30 年（2018 年）６月に健康都市連合及び健康都

市連合日本支部に加盟しています。健康都市連合日本支部では、年に１回加盟都市の持

ち回りで２日間に渡り総会・大会を開催しており、健康都市を目指す自治体等の間で政

策的な交流・意見交換を行っています。 

令和６年度（2024 年度）は、2025 大阪・関西万博開催年度の前年度に当たることか

ら、1970 年万博の開催地ならではの強みを生かし、本市の健康づくりの取組をＰＲす

るため、第 20 回健康都市連合日本支部総会・大会開催を本市で開催します。 

⑵ 実施内容 

  ア 総会・懇親会 

開催日：令和６年（2024 年）７月 11 日（木） 

会 場：パナソニックスタジアム吹田 

  イ 大会・交流会 

    開催日：令和６年（2024 年）７月 12 日（金） 

    会 場：吹田市文化会館 メイシアター 

プログラム 内容 

大会 

開会式 － 

基調講演 
国立循環器病研究センター 

医薬基盤・健康・栄養研究所 

加盟都市発表 加盟都市の活動発表 

開催都市発表 本市の活動発表 

閉会式 － 

交流会 交流会 加盟都市市民団体交流会 

 

２ 予算額 

 ⑴ 歳出予算 6,846 千円 

  （款）衛生費（項）保健衛生費（目）保健事業費 

  （大事業）保健推進事業（小事業）保健推進事業 
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節名称 予算額(千円) 説明等 

報償費 250 講演会講師謝礼等 

旅費 65 職員特別旅費 

需用費 54 消耗品費、印刷製本費 

役務費 141 手数料（舞台人件費） 

委託料 6,336 運営業務委託料 

 

 ⑵ 歳入予算（特定財源） 1,000 千円 

  （款）諸収入（項）雑入（目）雑入 

節名称 予算額(千円) 説明等 

雑入 
1,000 健康都市連合日本支部からの事務費 

及び参加負担金 

 

３ 今後の予定 

令和６年（2024 年）４月 委託業者の入札・契約 

７月 健康都市連合日本支部総会・大会の開催 
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議案第 29 号参考資料 

健康医療部成人保健課 

 

保健推進事業（口腔ケア活動推進業務委託）における介護職員向け口腔ケア実践 

講座の実施について 

 

１ 事業の内容 

従来の口腔ケア活動推進業務（相談及び情報発信）に、介護職員を対象とした口腔

ケア実践講座を追加して実施するものです。 

 ⑴ 目的 

要介護状態となるリスクが高まる後期高齢者の急増に備え、介護職員に口腔ケアの 

   ノウハウを伝えることにより、効果的な要介護者の口腔ケアの推進を図ります。 

 ⑵ 介護職員向け口腔ケア実践講座の対象者 

   吹田市内の介護サービス事業所、障がい福祉サービス事業所に従事する職員 

 ⑶ 受講予定人数 

   年間 60 人（定員 20 人×年３回） 

 ⑷ 内容 

   歯科医師による講義 

歯科治療技術の習得を目的として作成された口腔マネキンを用いた実習等 

 ⑸ 実施場所 

   口腔ケアセンター又は介護施設等 

 ⑹ その他 

   令和５年度（2023 年度）までは、講座については、補助事業として口腔ケアセン

ターで実施してきましたが、より介護職員が参加しやすく、施設の状況に応じて 

助言等ができるよう委託事業の本事業に追加して地域の介護施設等にも出向いて   

実施するものです。 

 

２ 予算 

歳出予算 3,623 千円（うち拡充分 140 千円） 

  （款）衛生費（項）保健衛生費（目）保健事業費 

  （大事業）保健推進事業（小事業）保健推進事業 

節名称 予算額(千円) 説明等 

委託料 3,623 

 

口腔ケア活動推進業務委託料 

【内訳】 

相談・情報発信    3,483 千円 
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介護職員向け口腔ケア実践講座の実

施（年３回）に係る委託料 

（主にスタッフへの講師料や使用す

る消耗品等）      140 千円 

 

３ 今後の予定 

令和６年（2024 年）３月まで 事業準備 

５月～翌年２月 年３回講座を実施。 

（うち 1 回以上を介護施設等で実施。） 
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議案第 29 号参考資料 

健康医療部母子保健課 

 

母子健診事業における１か月児健康診査の償還払い対応について 

 

１ 事業の内容 

⑴ 趣旨 

国の令和５年度（2023 年度）補正予算において、１か月児健康診査に対する費用

の助成制度が創設されたことに伴い、里帰り出産等により府外で受診した１か月児

健康診査の費用を償還払いにより助成するものです。なお、府内での１か月児健康

診査の受診については、従来の乳児一般健康診査（府内同一基準により実施）を１

か月児健診に位置付けることにより、継続して実施します。 

 

⑵ 実施内容 

国が示す健診等の基準に基づき、府外で受診した１か月児健康診査の費用について、

6,925 円（府内での受診と同額）を上限に助成します。 

 

２ 予算額 

 ⑴ 歳出予算 1,939 千円 

 （款）衛生費（項）保健衛生費（目）母子保健事業費 

 （大事業）母子保健事業（小事業）母子健診事業 

節名称 予算額(千円) 説明等 

負担金、補助及び交付金 1,939 府外での受診による償還払い対応分 

対象者数 280 件×委託料 6,925 円 

 

⑵ 歳入予算（特定財源） 560 千円 

 （款）国庫支出金（項）国庫補助金（目）衛生費国庫補助金 

節名称 予算額(千円) 説明等 

母子保健衛生費補助金 560 国補助基準額 4,000 円の１/２補助 

 

３ 今後の予定 

令和６年（2024 年）３月 対象となる妊産婦に対し案内を送付 

４月 償還払い対応開始 

 

 

 297  297  319 



 

議案第 29 号参考資料 

健康医療部母子保健課 

 

妊娠・出産包括支援事業におけるプレコンセプションケアの啓発について 

 

１ 事業の内容 

（１）趣旨 

近年、不妊や若年の予期せぬ妊娠、性感染症の増加等が課題となっており、成育過程

にある若い世代から性や妊娠に関する正しい知識を得て、健康管理を実践してもらうこ

とが重要です。 

プレコンセプションケア（男女ともに性や妊娠に関する正しい知識の普及を図り、健

康管理を促す取組）は、若い世代の男女が将来のライフプランを考えて、日々の生活や

健康と向き合うとともに、次世代を担う子供の健康にもつながるヘルスケアです。早い

段階から正しい知識を得て、健康的な生活を送ることで、将来の健やかな妊娠や出産、

健康の増進が図られることが期待できます。  

現在、市ホームページ等でのプレコンセプションケアに関する啓発を行っているとこ

ろですが、新たに健康講座等を行い、更なる推進に取り組むものです。 

 

（２）実施内容 

関係機関等と連携し、プレコンセプションケアに関する健康講座等を実施。 

 

２ 予算額 

 歳出予算 120 千円 

 （款）衛生費（項）保健衛生費（目）母子保健事業費 

 （大事業）母子保健事業（小事業）妊娠・出産包括支援事業 

節名称 予算額(千円) 説明等 

報償費 60 講師料 

需用費 60 啓発物品などの消耗品費 

 

３ 今後の予定 

令和６年（2024 年）５月 関係機関等との協議 

６月 市内の大学と連携した健康講座の実施 

令和７年（2025 年）１月 関係機関等と連携した啓発の実施 
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議案第 29 号参考資料 

健康医療部母子保健課 

 

妊娠・出産包括支援事業における産後ケア利用料の減免について 

 

１ 事業の内容 

⑴ 趣旨 

産後ケアの利用料（自己負担額）について、所得の状況に関わらず利用しやすい環境

を整える観点から、課税世帯に対する利用料の軽減措置が令和５年度（2023 年度）に国

において導入されました。これに伴い、本市においても課税世帯分の利用料の軽減を行

うものです。 

また、多胎児家庭に対する経済的負担の軽減を図るため、多胎児加算分についても、

併せて見直しを行うものです。 

なお、市民税非課税世帯及び生活保護世帯の利用料については、本市では、事業開始

当初から減額措置を設けており、食費相当分（１食につき 450 円）のみとしているため、

変更はありません。 

 

⑵ 実施内容 

課税世帯分にかかる利用料（自己負担額）の変更については下表のとおりです。 

 

①宿泊型 

区分 現行 
令和６年度 

（2024 年度） 

利用料 

（自己負担額） 

①課税世帯（１泊２日） 

   １日追加 

②多胎児加算（1 泊２日） 

   １日追加 

5,500 円 

2,750 円 

700 円 

350 円 

4,000 円 

2,000 円 

0 円 

0 円 

 

②デイサービス型 

区分 現行 
令和６年度 

（2024 年度） 

利用料 

（自己負担額） 

①基本料 

②多胎児加算 

1,800 円 

200 円 

1,500 円 

0 円 

※ 軽減された利用料については国及び本市が負担します。 
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２ 予算額 

 ⑴ 歳出予算 34,077 千円 

（款）衛生費（項）保健衛生費（目）母子保健事業費 

（大事業）母子保健事業（小事業）妊娠・出産包括支援事業 

節名称 予算額(千円) 積算及び説明等 

委託料 34,077 産後ケア事業委託料 

 

⑵ 歳入予算（特定財源） 17,038 千円 

（款）国庫支出金（項）国庫補助金（目）衛生費国庫補助金 

節名称 予算額(千円) 積算及び説明等 

母子保健衛生費補助金 17,038 １/２補助 

 

３ 今後の予定 

令和６年（2024 年）４月 市民・事業者に周知、変更分において運用開始 
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議 案 第 2 9 号 参 考 資 料 

健 康 医 療部 衛 生管理 課 

 

所有者のいない猫避妊・去勢手術等補助金の創設について 

 

１ 事業の内容 

   本市ではこれまで猫による生活環境被害の解消を目的に、避妊・去勢手術費の一部補助

や地域猫活動の支援を実施してきましたが、飼い猫は飼い主の責務として避妊・去勢手術

を行うという考え方が社会的に定着してきたことから、補助の対象外とするとともに、一

部地域においては、所有者のいない猫の繁殖や被害の相談件数が増加しており、引き続き

所有者のいない猫対策を推進する必要があることから、避妊・去勢手術費用の補助事業を

見直し、新たに所有者のいない猫避妊・去勢手術等補助金を創設するものです。 

⑴ 新たな補助制度の概要 

 ア 所有者のいない猫の避妊・去勢手術費用について１匹 10,000 円を補助する。 

 ィ 地域猫活動の登録団体には、所有者のいない猫の捕獲・運搬費用について１匹 5,000

円を補助する。 

 ウ 頭数制限を廃止し、市外の動物病院で行う手術も補助対象とする。 

※ ４ 対照表の【見直し後】を参照。 

⑵ 財源確保に向けた取組 

   所有者のいない猫の避妊・去勢手術を拡充するための資金調達をプロジェクトに掲げ、

寄附型のクラウドファンディングを実施します。 

  ※クラウドファンディングとはインターネットを介して不特定多数の方から資金を調達

すること。 

 

２ 予算額 

 ⑴ 歳出予算 2,905千円  

（款）衛生費（項）保健衛生費（目）予防費 

（大事業）狂犬病予防・動物愛護事業（小事業）狂犬病予防・動物愛護事業 

節名称 予算額(千円) 積算及び説明等 

委託料 300 クラウドファンディング委託料 

負担金、補助及び交付金 2,605 避妊去勢手術等補助金 

 

⑵ 歳入予算（特定財源） 1,000 千円 

（款）寄附金（項）寄附金（目）指定寄附金 

節名称 予算額(千円) 積算及び説明等 

指定寄附金 1,000 - 
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３ 今後の予定 

令和６年（2024 年）３月 事業準備 

令和６年（2024 年）４月 補助申請受付開始 

令和６年（2024 年）６月 クラウドファンディング開始（約 60 日間） 

 

４ 対照表 

       【現在】                  【見直し後】 

 飼 い 猫 等 避 妊 ・ 

去勢手術補助金交

付事業 

地域猫活動支援 

事業 ※１ 

 所有者のいない猫避妊・ 

去勢手術等補助金交付 

事業 

対象者 

･市内在住者 ･地域猫活動登録 

団体の代表者 

 ･市内在住者 

･地域猫活動登録団体の 

代表者 

補助金額 

   ※２ 

･飼い猫 2,500 円 

･野良猫 5,000 円 

･所有者のいない猫

15,000 円 

 ･所有者のいない猫 

10,000 円 

･捕獲・運搬費用 5,000 円 

頭数制限 ･１世帯２匹/年 ･15 匹/登録団体  ･なし 

対象手術 ･市内動物病院 ･市外動物病院可  ･市外動物病院可 

財源 
･一般財源 ･一般財源  ･一般財源 

･指定寄附金 

※１ 地域猫活動とは所有者のいない猫を地域合意のもと、地域住民が主体となって避

妊・去勢手術を施し、一定のルールに基づく給餌や排泄物の処理及び周辺の清掃等

の管理を行いながら見守る活動で、市に登録した団体に対し、合意形成や活動計画

の作成、避妊・去勢手術費用の補助や活動に必要な物品の支給等の支援を行ってい

ます。 

※２ 補助金額は１匹当たりの上限額。捕獲・運搬費用は、地域猫活動登録団体のみ。 

地域猫活動支援事業を開始した令和４年（2022 年）以降、野良猫は所有者のいな

い猫と表記しています。 
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議案第 29号参考資料 

環 境 部 事 業 課 

 

事業課庁舎管理事業における事業課庁舎大規模改修工事設計業務について 

 

１ 事業の内容 

   事業課庁舎は、昭和 50年（1975年）の建築後 49年が経過しており、施設の老朽化が進んで 

いるため、吹田市公共施設（一般建築物）個別施設計画に基づき、空調設備、給排水設備、衛 

生設備、建具等について大規模改修を行い、施設の長寿命化を図るものです。 

 本定例会においては、改修工事設計業務に係る予算を提案するものです。 

 

２ 施設概要 

   所在地    吹田市津雲台７丁目７番 Ｄ138-101号 

   竣工年月   昭和 50年（1975年）１月 

   構造階数   鉄筋コンクリート造 ３階建て 

   延床面積   1,299.39㎡ 

 

３ 予算額 

  債務負担行為 

事項 期間 限度額 

事業課庁舎大規模改修工事設計業務 令和６年度～令和７年度 22,319千円 

 

４ 今後の予定 

令和６年（2024年）６月 改修工事設計業務（令和７年５月まで） 

令和７年（2025年）８月 改修工事（令和８年 12月まで） 

令和９年（2027年）１月 供用開始 
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議案第２９号参考資料 

   環境部破砕選別工場 

 

破砕選別工場管理事業における破砕選別工場等改修工事について          

 

１ 事業の内容 

   破砕選別工場等（資源リサイクルセンター含む）は、平成４年（1992 年）に竣工し 30 年以

上が経過しており、雨水の漏水等の施設の老朽化が進んでいるため、破砕選別工場の長寿命化

総合計画に基づき、施設の長寿命化を図ることを目的として以下の改修工事を行うものです。 

（１）建築工事 

  ア 広場防水改修及び排水経路改修 

  イ 広場面建具改修 

  ウ 昇降機更新（２基） 

（２）電気設備工事 

  ア 消防・防災設備更新 

（３）上記工事に係る工事監理業務 

 

２ 予算額 

  令和６年度（2024 年度）歳出予算 176,359 千円 

  令和７年度（2025 年度）債務負担行為限度額 362,057 千円 

  （款）衛生費（項）清掃費（目）破砕選別処理費 

  （大事業）ごみ処理事業（小事業）破砕選別工場管理事業 

 

３ 経過及び今後の予定 

 

内容 令和６年度（2024 年度） 令和７年度（2025年度） 

（１）改修工事（建築工事） 93,357 千円 321,563 千円 

（２）改修工事（電気設備工事） 66,389 千円 15,573 千円 

（３）改修工事監理業務 16,613 千円 24,921 千円 

合計 176,359 千円 362,057 千円 

令和４年度（2022 年度） 

～令和５年度（2023 年度） 

破砕選別工場等改修工事基本・実施設計業務 

令和６年度（2024 年度） 

～令和７年度（2025 年度） 

実施設計に基づき２カ年計画で改修工事を実施 

 327 
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議案第 29 号参考資料 

都市魅力部地域経済振興室 

 

商工振興事業における中小企業人材育成支援補助金の創設について 

 

１ 事業の内容 

 ⑴ 概要 

    中小企業大学校の研修を受講した市内中小企業者に対して受講費の一部を補助す

る「中小企業大学校受講補助金」の対象となる研修の範囲を拡充し、新たに「中小

企業人材育成支援補助金」を創設することで、市内中小企業者の経営力向上に対す

る支援を行うものです。 

 

 ⑵ 補助対象者 

    市内に主たる事業所を有し、市町村民税の滞納がないなどの対象要件を満たす 

中小企業者 

 

⑶ 補助対象経費 

  ア 次の機関が実施する研修の受講費及びそれに伴い必要となる教材の購入費 

(ア) (独)中小企業基盤整備機構（中小企業大学校） 

   (イ) (独)高齢・障害・求職者雇用支援機構（ポリテクセンター） 

      ただし、在職者向け研修に限る。 

   (ウ) 商工会議所 等 

  イ 補助対象者が企画・実施する研修に係る講師派遣料 

    ただし、アの機関に講師派遣を依頼したものに限る。 

  ウ 市が指定する資格の取得に必要な講習の受講費 

※ ア～ウのいずれも、令和６年（2024 年）４月１日～令和７年（2025 年）２月 28 日

に実施又は受講した研修を対象とする。 

 

 ⑷ 補助金額等 

    補助対象経費の２分の１以内（１事業者につき年度上限５万円） 
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２ 予算額 

   歳出予算 500 千円 

   （款）商工費（項）商工費（目）商工振興費 

   （大事業）商工振興事業（小事業）商工振興事業 

節名称 予算額(千円) 説明等 

負担金、補助及び交付金 500 中小企業人材育成支援補助金 

 

３ 今後の予定 

令和６年（2024 年）４月 交付申請受付開始 
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 議案第 29 号参考資料 

都市魅力部地域経済振興室 

 

商店街等支援事業における吹田市商工業団体事業活動促進補助金について 

 

１ 事業の内容 

⑴ 概要 

商工業団体の事業活動の活性化を図るために市内の商工業団体が実施した調査研

究事業、研修事業及び催物事業等に対し、その費用の一部を補助しています。 

この度、2025 年大阪・関西万博（以下「万博」という。）の開催を好機とし、吹

田市内における万博開催への機運の醸成及びにぎわい創出に寄与するため、補助対

象経費を拡充し、令和６年度（2024 年度）及び令和７年度（2025 年度）において

商店街等が実施する取組を支援するものです。 

 

⑵ 拡充する補助対象経費 

ア 万博の機運醸成に係るのぼり・タペストリーの設置費用 

※大阪府が実施する商店街店舗魅力向上支援事業（商店街等に対するのぼり・

タペストリーの提供）への参加を前提とする。 

イ 万博に関する情報発信に係る費用 

ウ 万博に関連するイベント等の実施費用 

エ 万博参加者の市内回遊促進に関する費用 

オ その他万博機運醸成の取組に関する費用 

 

⑶ 補助率及び補助上限額 

補助上限額合計 20 万円から 30 万円に拡充（拡充分と継続分の併用可） 

拡充分 万博機運醸成経費 補助率 10/10 補助上限額 10 万円 

継続分 万博機運醸成経費以外 補助率  １/２ 補助上限額 20 万円  

 

２ 予算額 

   歳出予算 4,453 千円 

  （款）商工費（項）商工費（目）商工振興費 

  （大事業）商工振興事業（小事業）商店街等支援事業 

節名称 予算額(千円) 説明等 

負担金、補助及び交付金 4,453 拡充分   1,970 千円 

継続分   2,483 千円 
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３ 今後の予定 

令和６年（2024 年）４月 商工業団体への周知、申請受付開始 
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                             議案第２９号参考資料  

                                                          土 木 部 総 務 交 通 室 

 

交通安全対策事業における自転車ヘルメット購入補助について 

 

１ 事業の内容 

⑴  概要 

改正道路交通法の施行により、令和5年（2023年）4月1日から全年齢層に対して自転車ヘ

ルメット着用が努力義務化されました。しかし、大阪府下の自転車ヘルメット着用率は全国平

均より低く、現状では普及していない状況を受け、令和５年度に1,000件の購入補助を実施し

ましたが、更なる交通事故時の被害を軽減する自転車ヘルメットの着用率の向上と普及啓発

の一環として、令和６年度においても自転車ヘルメットを購入する方を対象に購入費の一部を

補助するものです。 

 

 実施内容 

令和６年５月から以下の内容で自転車ヘルメット購入補助を実施します。 

補助対象者 申請時に吹田市在住の全年齢とし申請は１回のみ 

ただし、令和５年度に補助金の交付を受けた者は対象外とする 

補助対象とな

るヘルメット 

令和６年１月１日以降に購入した「SG マーク」等で安全性の認証を

受けた自転車用ヘルメットを新品で購入したもの 

申請方法 電子申込及び郵送 

補助金額 ヘルメット購入費用の２分の１（上限 2,000 円） 

件数 1,000 件（抽選により決定） 

申請期間 令和６年（2024 年）５月１日～７月 31 日（予定） 

抽選時期 ７月 31 日消印有効分の申込み分を含め８月中旬頃実施予定 

中学生以下及び 65 歳以上の高齢者に当選の優先枠を設ける 

 

２ 予算額 

 ⑴ 歳出予算 2,000 千円 

  （款）土木費（項）道路橋梁費（目）交通対策費 

  （大事業）交通対策事業（小事業）交通安全対策事業 

節名称 予算額(千円) 説明等 

負担金、補助及び交付金 2,000 自転車ヘルメット購入補助金 

 

 

（１） 
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３ 今後の予定 

令和６年（2024 年）５月 市報すいた、市ホームページ等にて事業周知 

5 月 1 日 申請受付開始 

7 月 31 日 申請終了（但し郵送分は 7 月 31 日消印有効） 

8 月中旬頃 抽選のうえ交付決定通知書送付  

申請者からの請求書受理次第、補助金の交付 
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                              議案第２９号参考資料  

                                                          土 木 部 総 務 交 通 室 

 

公共交通施設等対策事業におけるバス停環境の改善 

（利用促進向上のためのバス停上屋、ベンチ設置） 

 

１ 事業の内容 

⑴  概要 

令和4年（2022年）3月策定の吹田市公共交通維持・改善計画に基づき、バス事業者を対象

として、令和4年度から既存の上屋のあるバス停を優先してベンチのみの設置補助を実施し、

利用者の利便性向上、利用促進を図っております。しかしながら、バス業界は新型コロナウイル

ス感染症の影響に伴う移動需要の減少や運転手不足に対応するための待遇改善に要するコ

スト増など厳しい環境下におかれています。そうした環境下において、これ以上公共交通サービ

スの低下を招かないよう、本市では利用者のさらなる利便性向上やバス路線の維持を目的に、

既存の補助制度に加え、上屋未設置のバス停を対象にバス停の上屋、ベンチの設置を新たに

行い、バス停環境の質的向上を加速するものです。 

 

⑵  実施内容 

【バス利用者数の多いエリア】 

上屋 2 か所/年、ベンチ２か所/年を設置し、利便性向上、さらなる利用促進を図ります。 

【バス利用者数の少ないエリア】 

上屋 1 か所/年、ベンチ４か所/年を設置し、利便性向上による公共交通の維持を目的とし 

た利用促進を図ります。 

   

２ 予算額 

 ⑴ 歳出予算 11,820 千円 

  （款）土木費（項）道路橋梁費（目）交通対策費 

  （大事業）交通対策事業（小事業）公共交通施設等対策事業 

節名称 予算額(千円) 説明等 

委託料 11,820 【バス利用者数の多いエリア】 

上屋の設置 3,500 千円/か所×2 か所 = 7,000 千円 

ベンチの設置 220 千円/か所×2 か所 =  440 千円 

【バス利用者数の少ないエリア】 

上屋の設置 3,500 千円/か所×1 か所 = 3,500 千円 

ベンチの設置 220 千円/か所×4 か所 =   880 千円 
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３ 今後の予定 

 令和６年度（2024 年度）  上屋の設置 ３か所、ベンチの設置 ６か所 

令和７年度（2025 年度）～ 

令和１３年度（2031 年度） 

同様の設置 
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                              議案第２９号参考資料  

                                                          土 木 部 総 務 交 通 室 

 

公共交通施設等対策事業におけるユニバーサルデザインタクシー等導入に対する 

タクシー事業者への補助について 

 

１ 事業の内容 

⑴  概要 

大阪府では、ユニバーサルデザインタクシー（以下「UD タクシー」という。」）の普

及促進について、アクションプランをとりまとめ令和４年度（2022 年度）から万博開

催までの令和６年度（2024 年度）までに、府内のタクシーの約 25％を UD タクシーとす

ることを目標に、府独自の補助制度の創設など、具体的な普及促進策について取組を進

めています。令和５年度（2023 年度）においては、国補助と併用可能とし、１台当た

り上限 90 万円の補助制度により、事業を進めておりますが、目標の 25％には至らない

状況です。大阪府が各事業者へ実施した UD タクシー導入に係る調査において、国・府

の補助に市の補助を加えた導入１台あたり上限 120 万円の補助があるなら、UD タクシ

ーの導入を積極的に検討するとの回答を得ていることから、本市においても補助制度の

創設を行い、UD タクシー導入率の向上によりバリアフリーの推進を図るものです。 

 

⑵  補助対象者 

   市内タクシー事業者（法人、個人）ただし、国、府の交付決定を受けた者  

 

⑶  実施内容 

標準仕様ユニバーサルデザインタクシー認定要領に基づき国土交通大臣が認定したタ

クシ－、または「移動等円滑化のために必要な旅客施設又は車両等の構造及び設備並び

に旅客施設及び車両等を使用した役務の提供の方法に関する基準を定める省令」第 45

条第１項に規定する車椅子等対応車の購入に対して補助を行う。 

  １台当たり車体価格の 1/6 または、上限 30 万円の補助を行う。 
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２ 予算額 

 ⑴ 歳出予算 6,900 千円 

  （款）土木費（項）道路橋梁費（目）交通対策費 

  （大事業）交通対策事業（小事業）公共交通施設等対策事業 

節名称 予算額(千円) 説明等 

負担金、補助及び交付金 6,900  23 台 × 300 千円 

（市内に営業所を設置している事業

者、大阪個人タクシー協会に対して

聞き取り調査を実施し、導入すると

回答のあった台数が 23 台。） 

 

３ 今後の予定 

令和６年（2024 年）５月      申請受付開始（先着順） 

６月～令和 7 年（2025 年）3 月末 交付決定通知書送付、補助金の交付 
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議案第２９号参考資料 

都市計画部都市計画室 

 

都市機能検討事業における 

都市計画の立案等に係る基礎的調査の実施による拡充について 

 

１ 事業の内容 

 持続可能な都市・地域の形成に向けた都市計画の立案のため、都市の現況及び将来の見

通しの把握・分析等、都市計画に関する基礎的な調査を行い、都市計画に係る課題を抽出

するとともに、課題に対応する都市計画関連施策及びまちづくり施策の検討・研究を行う

ものです。 

 

２ 予算額 

 歳出予算 22,081 千円 

  （款）土木費（項）都市計画費（目）都市計画総務費 

  （大事業）まちづくり計画事業（小事業）都市機能検討事業 

節名称 予算額(千円) 説明等 

報償費 48 プロポーザル方式による事業者選定

に係る意見聴取における学識経験者

への報償 

委託料 22,033 本業務の遂行に係る委託料 

  

３ 今後の予定 

令和６年（2024 年）４～６月 事業者公募（プロポーザル方式） 

７月 契約締結 

令和６年７月 

～令和７年（2025 年）３月 

委託業務 
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議案第 29 号参考資料 

土木部地域整備推進室 

 

都市計画道路千里丘朝日が丘線道路新設事業における 

令和６年度(2024 年度)予算について 

 

１ 事業の内容 

都市計画道路千里丘朝日が丘線道路新設事業においては、都市計画道路千里丘朝日

が丘線の未整備区間のうち、特に車両や歩行者の通行が多い千里丘交差点付近の区

間約 185ⅿについて、歩道や右折車線の設置などの拡幅整備による安全な道路空間の

創出を進めています。 

 

２ 予算額 

 ⑴ 歳出予算 530,617 千円 

  （款）土木費（項）都市計画費（目）千里丘朝日が丘線道路新設費 

  （大事業）道路事業（小事業）都市計画道路千里丘朝日が丘線道路新設事業 

節名称 予算額(千円) 説明等 

旅費 131 特別旅費 

需用費 645 管理材料費ほか 

役務費 572 不動産鑑定手数料 

委託料 73,172 支障物件調査業務委託料、道路詳細

設計業務委託料、用地補償総合技術

業務委託料ほか 

工事請負費 32,445 千里丘１号線道路改良工事費、用地

管理工事費 

公有財産購入費 383,052 用地購入費 

補償、補填及び賠償金 40,600 支障物件移設補償費ほか 

 

 ⑵ 歳入予算（特定財源） 291,600 千円 

  （款）国庫支出金（項）国庫補助金（目）土木費国庫補助金 

節名称 予算額(千円) 説明等 

都市構造再編集中支援事業

補助金 
153,500 

令和５年度に都市再生整備計画採択 

全事業期間での補助率１/２ 
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 （款）市債（項）市債（目）土木債 

節名称 予算額(千円) 説明等 

都市計画道路整備債 138,100 ― 

 ⑶ 債務負担行為 

事項 期間 限度額 

都市計画道路千里丘朝日が丘線 

道路等詳細設計業務 
令和７年度 33,670 千円 

千里丘 1 号線道路改良工事 令和７年度 8,447 千円 

 

３ 経過及び今後の予定 

平成 30 年度（2018 年度） 都市計画道路千里丘朝日が丘線道路新設事業に着手 

令和２年（2020 年）３月 都市計画（変更）決定 

 ８月 都市計画事業認可取得 

令和７年度（2025 年度）  道路築造工事着工 

令和10年（2028 年）３月 道路完成 
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議案第 29 号参考資料 

土木部地域整備推進室 

 

佐井寺西土地区画整理事業における令和６年度（2024 年度）当初予算について 

 

１ 事業の内容 

土地区画整理事業の実施により、都市計画道路佐井寺片山高浜線及び豊中岸部

線等の公共施設の整備に合わせ、周辺宅地の利用増進を図り、秩序ある良好なま

ちづくりを行います。 

２ 予算額 

 ⑴ 歳出予算 3,667,269 千円 

（款）土木費  （項）都市計画費  （目）佐井寺西土地区画整理費 

（大事業）佐井寺西土地区画整理事業（小事業）佐井寺西土地区画整理事業 

節名称 予算額(千円) 説明等 

報酬 3,384 
審議会等委員報酬、会計年度任用

職員報酬（パートタイム） 

給料 2,026 
会計年度任用職員給料（フルタイ

ム） 

職員手当等 1,954 会計年度任用職員の各手当 

共済費 1,037 会計年度任用職員の各負担金 

旅費 413 
会計年度任用職員通勤費用、国費

要望活動、審議会委員説明対応 

需用費 990 
図書購入、消耗品購入、印刷製

本、備品修繕 

役務費 2,325 
不動産鑑定手数料、キャッシュレ

ス決裁システム利用手数料 

委託料 334,235 

物件調査、土質調査、工損事前家

屋調査、整地実施設計業務、用地

補償総合技術業務、 

使用料及び賃借料 76 電子複写借上料 

工事請負費 674,797 造成等工事費ほか 

公有財産購入費 1,061,829 用地購入費 

負担金、補助及び交付金 197 街づくり区画整理協会年会費ほか 

補償、補填及び賠償金 1,584,006 物件補償費、電柱移設費用 
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 ⑵ 歳入予算（特定財源） 2,978,335 千円 

（款）国庫支出金（項）国庫補助金（目）土木費国庫補助金  

節名称 予算額(千円) 説明等 

社会資本整備総合交付金 972,800 

令和３年度に社会資本総合整備計

画を採択 

全事業期間での補助率１／２ 

 

（款）繰入金（項）基金繰入金（目）都市計画施設整備基金繰入金 

節名称 予算額(千円) 説明等 

都市計画施設整備基金 

繰入金 
1,130,000 ― 

 

（款）諸収入（項）雑入（目）雑入 

節名称 予算額(千円) 説明等 

雑入 35 雇用保険本人負担分 

 

（款）市債（項）市債（目）土木債 

節名称 予算額(千円) 説明等 

佐井寺西土地区画整理事

業債 
875,500 ― 

 

 ⑶ 債務負担行為 

事項 期間 限度額 

佐井寺西土地区画整理事業に係る

雨水調整池等築造工事 
令和６年度～令和８年度 1,247,400 千円 

佐井寺西土地区画整理事業に係る

阪急千里線立体交差等工事 
令和６年度～令和 11 年度 5,980,000 千円 

佐井寺西土地区画整理事業に係る

電線共同溝等詳細設計業務 
令和７年度 80,190 千円 

佐井寺西土地区画整理事業 

用地補償費用（その４） 
令和７年度～令和１２年度 737,310 千円 
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３ 経過及び今後の予定 

令和 元年（2019 年）７月 都市計画決定 

令和 ３年（2021 年）３月 事業計画決定 

令和 ４年（2022 年）８月 事業計画決定（変更） 

11 月 仮換地指定 

令和 ５年（2023 年）３月 本工事着工 

令和 13 年（2031 年）３月 換地処分・区画整理登記 
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議案第 29 号参考資料 

土木部地域整備推進室 

 

上の川周辺整備事業における令和６年度（2024 年度）予算について 

 

１ 事業の内容 

本事業は、災害時の一時避難地である関西大学へのアクセス道路を強化するなど、安

心・安全でにぎわいのあるまちづくりを推進するために、令和２年度に着手した上ノ川橋

から蓮華寺橋までの約 300ｍ区間の上の川遊歩道整備に加えて、花壇踏切までの約 350ｍ

区間についても遊歩道整備の延伸を推進するものです。 

 

 

２ 予算額 

 ⑴ 歳出予算 612,694 千円 

  （款）土木費（項）都市計画費（目）上の川周辺整備費 

  （大事業）上の川周辺整備事業（小事業）上の川周辺整備事業 

節名称 予算額(千円) 説明等 

旅費 99 国費要望活動費 

需用費 531 消耗品費 

役務費 740 踏切拡幅用地の不動産鑑定手数料 

委託料 34,946 上の川遊歩道延伸測量及び設計業務

委託料ほか 

工事請負費 

 

120,754 円山町 1 号橋拡幅改良工事費、 

上の川上面整備工事費ほか 

公有財産購入費 1,624 踏切拡幅用地の用地購入費 

負担金 269,000 上の川基盤整備工事負担金 

（大阪府への負担金） 

補償金 185,000 花壇踏切拡幅工事補償ほか 

 

 ⑵ 歳入予算（特定財源） 324,200 千円 

  （款）国庫支出金（項）国庫補助金（目）土木費国庫補助金 

節名称 予算額(千円) 説明等 

都市構造再編集中支援事業

補助金 

117,600 令和２年度に都市再生整備計画採択 

全事業期間での補助率１/２ 
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  （款）諸収入（項）雑入（目）雑入 

節名称 予算額(千円) 説明等 

雑入 10,000 府道整備費用の負担金 

  

  （款）市債（項）市債（目）土木債 

節名称 予算額(千円) 説明等 

上の川周辺整備事業債 196,600 ― 

 

 ⑶ 債務負担行為 

事項 期間 限度額 

上の川上面整備工事 令和７年度 305,000 千円 

 

 

３ 経過及び今後の予定 

(1)300ｍ区間（上ノ川橋から蓮華寺
れ ん げ じ

橋まで） 

令和２年度（2020 年度） 測量及び設計業務の実施 

令和３年（2021 年）10 月 

 

上の川基盤整備工事の着手（令和７年（2025 年）２月

完成予定） 

令和４年（2022 年）10 月 円山町 1 号橋拡幅改良工事の着手 

令和５年（2023 年）12 月 花壇踏切拡幅改良の着手（令和６年（2024 年）11 月

完成予定） 

令和６年（2024 年）10 月 

 

上の川上面整備工事の着手予定（令和８年（2026 年）

３月完成予定） 

(2)350ｍ区間（蓮華寺
れ ん げ じ

橋から花壇踏切まで） 

令和５年（2023 年） ７月 上の川遊歩道延伸検討業務の着手 

 令和６年（2024 年） ７月 延伸測量及び設計業務の着手予定 

令和８年（2026 年）11 月 上の川基盤整備工事の着手予定（令和 12 年（2030

年）６月完成予定） 

令和 12 年（2030 年）６月 上の川上面整備工事の着手予定（令和 13 年（2031

年）３月完成予定） 
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議案第２９号参考資料 

都市計画部住宅政策室 

 

（仮称）岸部中住宅統合建替事業における旧市営岸部北住宅解体撤去工事について 

 

１ 事業の内容 

（仮称）岸部中住宅統合建替事業において、建替対象となっている旧市営岸部北住

宅を解体撤去するものです。 

２ 予算額 

   債務負担行為 

事項 期間 限度額 

旧市営岸部北住宅解体撤去工事 令和６年度～令和７年度 232,430 千円 

３ 経過及び今後の予定 

平成 30 年（2018 年）３月 （仮称）岸部中住宅統合建替事業 事業着手 

令和３年（2021 年）５月 解体撤去工事設計業務 業務着手 

令和４年（2022 年）７月 市営岸部中南住宅へ移転完了 

令和５年（2023 年）６月 旧市営岸部中（北）住宅解体撤去工事 工事着工 

（令和７年３月まで） 

令和６年（2024 年）10 月 旧市営岸部北住宅解体撤去工事 工事着工予定  

（令和８年３月まで）【本案件】 

令和８年度（2026 年）予定 用地売却 

    

位置図 配置図 

受水槽 

ポンプ室 

倉庫 
住戸棟 

旧市営岸部北住宅（岸部北１丁目 17 番） 

第二中学校 

大阪府立吹田高等学校  

名神高速道路 
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議案第２９号参考資料 

消防本部総務予防室 

 

消防庁舎等管理事業における中消防庁舎解体撤去工事について 

 

１ 事業の内容 

令和４年（2022 年）２月市議会定例会において、中消防庁舎解体撤去工事設計業

務予算が可決されました。 

この度、中消防庁舎解体撤去工事設計業務が完了したため、本定例会において、解

体撤去工事に係る予算を提案するものです。 

 

２ 予算額 

 ⑴ 歳出予算 3,531 千円 

  （款）消防費（項）消防費（目）常備消防費 

  （大事業）消防事業（小事業）消防庁舎等管理事業 

節名称 予算額(千円) 説明等 

委託料 3,531 中消防庁舎解体工事監理委託料 

 

 ⑵ 歳入予算（特定財源） 3,100 千円 

  （款）市債（項）市債（目）消防債 

節名称 予算額(千円) 説明等 

消防防災施設設備整備債 3,100 － 

 

 ⑶ 債務負担行為 

（追加） 

事項 期間 限度額 

中消防庁舎解体撤去工事監理委託 令和７年度 4,712 千円 

中消防庁舎解体撤去工事 令和７年度 280,500 千円 

 

３ 経過及び今後の予定 

令和４年（2022 年）11 月 中消防庁舎解体撤去工事設計業務（令和５年８月まで） 

令和６年（2024 年）７月 中消防庁舎解体撤去工事（令和７年 11 月まで） 
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議案第２９号参考資料 

消防本部総務予防室 

 

消防庁舎等管理事業における東消防署大規模修繕工事について 

 

１ 事業の内容 

令和４年（2022 年）２月市議会定例会において、東消防署大規模修繕工事設計業

務予算が可決されました。 

この度、東消防署大規模修繕工事設計業務が完了したため、本定例会において、大

規模修繕工事に係る予算を提案するものです。 

 

２ 予算額 

 ⑴ 歳出予算 78,461 千円 

  （款）消防費（項）消防費（目）常備消防費 

  （大事業）消防事業（小事業）消防庁舎等管理事業 

節名称 予算額(千円) 説明等 

委託料 18,464 東消防署大規模修繕工事監理委託料 

工事請負費 59,997 東消防署大規模修繕工事費 

 

 ⑵ 歳入予算（特定財源） 61,800 千円 

  （款）市債（項）市債（目）消防債 

節名称 予算額(千円) 説明等 

消防防災施設設備整備債 61,800 － 

 

 ⑶ 債務負担行為 

（追加） 

事項 期間 限度額 

東消防署大規模修繕工事監理委託 令和７年度 15,395 千円 

東消防署大規模修繕工事 令和７年度 408,878 千円 

 

３ 経過及び今後の予定 

令和４年（2022 年）12 月 東消防署大規模修繕工事設計業務（令和６年２月まで） 

令和６年（2024 年）６月 東消防署大規模修繕工事（令和８年２月まで） 
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議案第２９号参考資料 

消防本部総務予防室 

 

消防庁舎等管理事業における（仮称）北消防署北千里出張所建設工事等について 

 

１ 事業の内容 

令和４年（2022 年）２月市議会定例会において、（仮称）北消防署北千里出張所建

設ほか工事設計業務予算が可決されました。 

この度、（仮称）北消防署北千里出張所に係る工事設計業務が完了したため、本定

例会において、旧北消防署の解体撤去に係る予算及び（仮称）北消防署北千里出張

所建設に係る予算を提案するものです。 

 

２ 予算額 

 ⑴ 歳出予算 126,040 千円 

  （款）消防費（項）消防費（目）常備消防費 

  （大事業）消防事業（小事業）消防庁舎等管理事業 

節名称 予算額(千円) 説明等 

委託料 3,533 旧北消防署解体撤去工事監理委託料 

工事請負費 122,507 旧北消防署解体撤去工事費 

 

 ⑵ 歳入予算（特定財源） 97,900 千円 

  （款）市債（項）市債（目）消防債 

節名称 予算額(千円) 説明等 

消防防災施設設備整備債 97,900 － 

 

 ⑶ 債務負担行為 

（追加） 

事項 期間 限度額 

（仮称）北消防署北千里出張所 

建設工事監理委託 
令和６年度～令和７年度 31,601 千円 

（仮称）北消防署北千里出張所 

建設工事 
令和６年度～令和７年度 622,336 千円 
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３ 経過及び今後の予定 

令和４年（2022 年）６月 （仮称）北消防署北千里出張所建設ほか工事設計業務 

（令和６年２月まで） 

令和５年（2023 年）６月 （仮称）北消防署北千里仮出張所建設ほか工事 

（令和６年２月まで） 

令和６年（2024 年）３月 （仮称）北消防署北千里仮出張所供用開始 

６月 旧北消防署解体撤去工事（12 月まで） 

12 月 （仮称）北消防署北千里出張所建設工事 

（令和８年２月まで） 
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議案第２９号参考資料 

消防本部総務予防室 

 

消防庁舎等管理事業における南消防署南正雀出張所敷地整備工事について 

 

１ 事業の内容 

令和５年（2023 年）２月市議会定例会において、旧南消防署南正雀出張所解体撤

去工事予算が可決されました。 

この度、本定例会において、解体撤去後の敷地を駐輪場等として使用するため、敷

地整備に係る予算を提案するものです。 

 

２ 予算額 

歳出予算 8,811 千円 

  （款）消防費（項）消防費（目）常備消防費 

  （大事業）消防事業（小事業）消防庁舎等管理事業 

節名称 予算額(千円) 説明等 

工事請負費 8,811 南消防署南正雀出張所敷地整備工事 

 

 

３ 経過及び今後の予定 

令和３年（2021 年）６月 南消防署南正雀出張所工事設計業務（令和４年６月まで） 

令和４年（2022 年）10 月 南消防署南正雀出張所建設工事（令和５年 10 月まで） 

令和５年（2023 年）12 月 南消防署南正雀出張所供用開始 

12 月 旧南消防署南正雀出張所解体撤去工事（令和６年４月まで） 

令和６年（2024 年）７月 南消防署南正雀出張所敷地整備工事（令和６年 10 月まで） 
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議案第２９号参考資料 

消防本部総務予防室 

 

消防団運営事業における千一分団詰所建設工事設計業務について 

 

１ 事業の内容 

築後 46 年が経過し、新耐震基準以前の建物であるほか、敷地内に団員の駐輪スペ

ースが無い等の課題を解決するため、千一分団詰所の現地建替えを実施するもので

す。 

建替えを実施するにあたり、設計業務を委託する必要があるため、本定例会におい

て、建設工事設計業務に係る予算を提案するものです。 

 

２ 予算額 

債務負担行為 

（追加） 

事項 期間 限度額 

千一分団詰所建設工事設計委託 

（解体撤去工事設計含む） 
令和６年度～令和７年度 7,691 千円 

 

３ 今後の予定 

令和６年（2024 年）７月 千一分団詰所建設工事設計業務（令和７年５月まで） 

令和７年（2025 年）７月 千一分団詰所解体撤去工事（令和７年 12 月まで） 

令和８年（2026 年）２月 千一分団詰所建設工事（令和８年９月まで） 
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議案第２９号参考資料 

総務部危機管理室 

 

コミュニティＦＭ放送を活用した啓発の実施について 

 

１ 事業の内容 

   ラジオは、災害時において停電や通信障害等が発生した際にも使用可能であること

から、近年の災害も含めて主要な情報収集手段として活用されています。中でも、

地域に根差したコミュニティ放送局は、地域の被害情報や避難所情報等についてよ

り詳細な情報発信が可能となっています。 

本市では、放送区域に本市が含まれる唯一のコミュニティＦＭ放送事業者である千

里ニュータウンＦＭ放送株式会社と災害時応援協定を締結し、同社の放送局「ＦＭ

千里」において災害時の情報発信等の協力を得ることとしています。 

本事業では、災害発生時の情報収集にラジオ放送が非常に重要であることを市民の

方々に認知していただき、できる限り多くの方々が平時からラジオ放送に触れ、災

害発生時にあってもＦＭ千里からの災害情報を収集できるよう推進することを目的

として、ＦＭ千里における防災・危機管理に関する最新情報の発信機会として、危

機管理室職員の生放送によるラジオ放送を年４回配信するものです。 

 

２ 予算額 

   歳出予算 １９８千円 

  （款）消防費（項）消防費（目）災害対策費 

  （大事業）自主防災推進事業（小事業）自主防災推進事業 

節名称 予算額(千円) 説明等 

委託料 １９８ 
防災・危機管理情報配信委託料 

（年４回・各回放送時間約１０分） 

 

３ 経過及び今後の予定 

令和６年（2024 年）４月 千里ニュータウンＦＭ放送(株)との契約締結手続 

５月 放送内容の打ち合わせ 

６月 第１回放送（出水期前を予定） 

以後、おおむね四半期ごとに放送を実施（防災とボランティア週間等で放送を予定） 
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議案第２９号参考資料  

学校教育部教育センター 

 

 

出張教育相談体制の充実による拡充について 

 

１ 事業の内容 

現在実施している出張教育相談事業では、教育相談員が、市立小学校 36 校を月 1

回から 2 回程度訪問し、相談業務にあたっている。今後も教育相談の件数が増加して

いくことが見込まれ、各校の出張教育相談の相談できる回数が不足することから、相談

員を現在の 10名から 12名へ増員することで、各学校への出張教育相談実施回数を週

1回程度に拡充する。 

 

２ 予算額 

 ⑴ 歳出予算  8,872千円 

  （款）教育費 （項）教育総務費 （目）教育センター費 

   （大事業）学校教育支援事業  （小事業）教育相談事業 

節名称 予算額(千円) 説明等 

報酬 5,355 相談員 2名分人件費 

職員手当等 1,895 相談員期末手当等 

共済費 1,279 相談員雇用保険料等負担金 

旅費 343 相談員通勤費用 

 

３ 今後の予定 

 令和 6年(2024年)4月 
教育相談員の採用  

出張教育相談の実施（各小学校 週 1回程度） 
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議案第２９号参考資料 

学校教育部教育センター 

   

新しい教育支援教室の開室及び新たな不登校支援体制の構築による拡充について 

   

１ 事業の内容  

令和 6 年 4 月に現行の教育支援教室（「光の森」「学びの森」）を統合、移転すること

に伴い、「多様性が感じられる空間」のビジョンのもと、不登校児童・生徒一人ひとりが可

能性を広げ、自分らしさを発揮しながら成長できる場として、新しい教育支援教室を開

室します。ビジョン実現のため、ICT を活用した新たな支援プログラム等を実施し、児

童・生徒一人ひとりが自ら選択して学びたいことを学びたい方法で学び、多様な人と出

会い、つながることのできる支援体制を構築します。  

  

(1)まなび支援プログラム（オンライン学習ツール）  

基礎学力の定着を図るため、多様な児童・生徒一人ひとりが、スタッフとの対話をと

おして計画を立てたり振り返ったりしながら、自ら学びを進めていく際の学習ツールの

１つとして提供します。  

  

(2)つながり支援プログラム（メタバース）  

      これまでのオフラインでの取組に加え、一人１台端末を活用したバーチャルな空間をメ

タバースで構築します。そのことにより、人と関わることに苦手意識を持つ児童・生徒

が、同じ空間を人と共有できるコミュニケーションツールとして活用するとともに、様々

な体験活動の疑似体験をすることができるようにします。 

 

(3)スタッフの育成  

社会状況が変化し続け、それに伴い児童・生徒が抱える背景も多様化・複雑化して

います。新しい教育支援教室では、対象を支援学級在籍児童・生徒を含むすべての

児童・生徒に拡張しており、それに対応できるよう柔軟なカリキュラムを構築していま

す。そのため、これまで以上に児童・生徒に関わる全てのスタッフが学び続け、多様な

専門性を有することが求められるため、様々な専門的知見を有する講師を招聘し、定

期的に研修を実施します。  
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２ 予算額  

 ⑴ 歳出予算  3,545 千円  

  （款）教育費 （項）教育総務費 （目）教育センター費  

   （大事業）学校教育支援事業  （小事業）教育相談事業  

節名称  予算額(千円)  説明等  

報償費  120  講師謝礼金  

委託料  2,525  つながり支援プログラム導入委託料  

使用料及び賃借料  900  オンライン学習ツール使用料  

  

  

３ 今後の予定  

令和 6 年(2024 年)４月  

新しい教育支援教室の開室  

まなび支援プログラムの業者選定  

つながり支援プログラムの導入業者選定スタッフ

研修開始（年間を通じて実施）  

令和 6 年(2024 年)５月  
まなび支援プログラムの使用開始つながり支援

プログラムの開発  

令和 6 年(2024 年)７月  つながり支援プログラムの使用開始  
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議案第２９号参考資料  

学校教育部教育センター 

 

 

ＧＩＧＡスクール端末更新に係るアドバイザー事業による拡充について 

 

１ 事業の内容 

令和２年度からの GIGA スクール構想実施に伴い、児童生徒１人１台のタブレットパ

ソコンの貸与を実施している。GIGA スクール構想の端末で使用しているタブレットパソ

コンの想定耐用年数及びGIGAスクールネットワークの保守契約が令和７年度末までと

なっていることから、次期 GIGA スクール構想に伴う検討会議を設置し、外部人材の指

導助言を得ながら、GIGAスクール端末及びGIGAスクールネットワークの更新を進め

ていく。 

 

２ 予算額 

 ⑴ 歳出予算   80千円 

  （款）教育費 （項）教育総務費 （目）教育センター費 

   （大事業）学校教育推進事業  （小事業）学校教育情報通信ネットワーク事業 

節名称 予算額(千円) 説明等 

報償費 80 アドバイザー謝礼金 

 

３ 今後の予定 

令和 6年(2024年)4月～7月  
次期GIGAスクール構想検討会議の開催 

（学校代表、アドバイザー等による検討 3回程度） 

令和 7年度 
GIGAスクール構想端末更新及びGIGA 

スクールネットワークシステム再構築【予定】 
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議案第２９号参考資料 

学校教育部保健給食室 

 

小学校給食事業・中学校給食事業における学校給食献立システムの構築について 

 

１ 事業の内容 

令和 6 年度末でサポートが切れる中学校給食用献立システムについて新たにシステ

ムを導入する必要があることと、新たな課題(給食時のアレルギー対応や食材発注の

電子化等)に対応した小学校給食用献立システムを再構築し、業務の効率化を図るた

めに、小・中学校給食の献立作成システムを統合して新規構築するものです。 

 

 

２ 予算額 

 (1)  歳出予算  32,279千円 

 

（款）教育費 （項）教育総務費 （目）教育センター費 

（大事業）学校教育推進事業（小事業）学校教育情報通信ネットワーク事業 

  節名称 予算額(千円) 説明等 

委託料 669 千円 校務支援システムとの連携設定

委託料 

（款）教育費 （項）保健体育費 （目）学校給食費 

（大事業）小・中学校管理事業（小事業）小・中学校給食事業 

  節名称 予算額(千円) 説明等 

役務費 339 千円 献立システムサーバー間ネット

ワーク通信費 

小学校給食事業 226 千円 

中学校給食事業 113 千円 

委託料 31,271 千円 システム開発委託料・システム

保守委託料 

小学校給食事業 20,655 千円 

中学校給食事業 10,616 千円 

 

(2) 債務負担行為 

事項 期間 限度額(千円) 

学校給食献立作成システム 

構築・運用保守業務 

令和7年度～令和10 年度 30,812 

 357  357  379 



（2） 

 

３ 今後の予定 

令和６年（2024 年） 4 月 業者選定（プロポーザル方式） 

令和６年（2024 年） 6 月 業者決定・契約締結(複数年) 

令和６年（2024 年） 6 月 

～11 月 

学校給食献立システム構築期間 

 

令和６年（2024 年）12 月 学校給食献立システム構築完了 

令和 7 年（2025 年） 1 月 試験運用開始 

令和 7 年（2025 年） 4 月 学校給食献立システム運用開始 
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議案第２９号参考資料 

学校教育部学校教育室 

 

教育活動支援事業における校内教育支援教室への居場所サポーター 

（会計年度任用職員）の配置について 

 

１ 事業の内容 

不登校や教室に入りづらい児童・生徒等に対して、落ち着いた空間の中で、個別の学

習支援、相談及び困り感等のカウンセリング、友達と関わり合う活動などの適切な支援

や働きかけを行うため、小学校５校の校内教育支援教室に、教員免許状を有する居場所

サポーター（会計年度任用職員）を配置します。 

 

２ 予算額 

 ⑴ 歳出予算 6,624千円 

   （款）教育費（項）教育総務費（目）教育指導費 

   （大事業）学校教育支援事業（小事業）教育活動支援事業 

節名称 予算額(千円) 説明等 

報酬 5,010 給料、地域手当 

職員手当等 1,167 期末手当、勤勉手当 

共済費 7 労働者災害補償保険料負担金 

旅費 440 費用弁償 

 

３ 今後の予定 

令和６年（2024年）３月 議決後、会計年度任用職員の公募、選考 

４月 居場所サポーターの配置 
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議案第２９号参考資料 

学校教育部学校管理課 

 

小・中学校管理事業等における屋内運動場（体育館）への空調設備整備について 

 

１ 事業の内容 

小・中学校の屋内運動場（以下、「体育館」という。）に、空調設備及び非常用発電設備

を整備し、併せて整備後の維持管理を行います。令和７年度（2025 年度）末までに全 54

校への整備を完了する予定です。 

また、学校教育目的以外で地域等が当該空調設備を使用する際は、原則として光熱費実

費相当分を徴収します。 

 

２ 予算額 

 ⑴ 歳出予算 2,519,178 千円 

  （款）教育費（項）小・中学校費（目）小・中学校管理運営費 

  （大事業）小・中学校管理事業（小事業）小・中学校管理事業 

節名称 予算額(千円) 説明等 

需用費 27,988 空調設備整備に伴う光熱費増加分等 

 小学校管理事業 11,016 千円 

 中学校管理事業 16,972 千円 

役務費 22 キャッシュレス決済手数料 

 小学校管理事業 12 千円 

 中学校管理事業 10 千円 

 

  （款）教育費（項）小・中学校費（目）小・中学校管理運営費 

  （大事業）小・中学校管理事業（小事業）小・中学校営繕事業 

節名称 予算額(千円) 説明等 

委託料 1,968 空調設備及び非常用発電設備の維持

管理費用 

 小学校営繕事業  673 千円 

 中学校営繕事業 1,295 千円 

 

 （款）教育費（項）小・中学校費（目）小・中学校改修費 

  （大事業）小・中学校管理事業（小事業）小・中学校改修事業 

節名称 予算額(千円) 説明等 

公有財産購入費 2,489,200 空調設備及び非常用発電設備の設

計・施工等費用 

 小学校改修事業 1,883,382 千円 

 中学校改修事業  605,818 千円 
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 ⑵ 歳入予算（特定財源） 2,490,070 千円 

  （款）諸収入（項）雑入（目）雑入 

節名称 予算額(千円) 説明等 

雑入 1,270 空調設備使用に伴う光熱費徴収分 

（1 時間 630 円） 

  

  （款）市債（項）市債（目）教育債 

節名称 予算額(千円) 説明等 

義務教育施設整備債 2,488,800 小学校改修費充当分 1,883,000 千円 

中学校改修費充当分   605,800 千円 

 

 

３ 今後の予定 

令和６年（2024 年）６月 第１期工事校における 

体育館空調設備供用開始  

空調設備の目的外使用に伴う光熱費徴収開始 

令和８年（2026 年）４月 全小・中学校における 

体育館空調設備供用開始  

空調設備の目的外使用に伴う光熱費徴収開始 
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議案第２９号参考資料 

学校教育部学校管理課 

 

中学校管理事業におけるプール清掃業務について 

 

１ 事業の内容 

 これまで中学校において、プール使用開始時期に合わせて教員等で実施してきたプール清

掃を清掃業者に委託することにより、教員の負担軽減を図ります。 

 

２ 予算額 

 ⑴ 歳出予算 4,471千円 

  （款）教育費（項）中学校費（目）中学校管理運営費 

  （大事業）中学校管理事業（小事業）中学校管理事業 

節名称 予算額(千円) 説明等 

委託料 4,471 プール清掃に係る委託料 

 

３ 今後の予定 

令和６年（2024年）４月初旬頃 入札による事業者募集 

４月中旬頃 契約締結 

４月中旬頃～５月下旬頃 各校のプール使用開始時期に合わせて清掃 

５月上旬頃～６月上旬頃 プール使用開始 
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議案第２９号参考資料 

地域教育部青少年室 

 

さわやか元気キャンプ事業における開催回数の拡充について 

 

１ 事業の内容 

⑴ 概要 

さわやか元気キャンプ事業は、不登校又は登校に不安のある子供を対象とし、高

校生以上のボランティアスタッフの協力を得て、自然体験活動を通じて人との関わ

りを持ちながら、社会的自立を支援する目的で実施しています。 

現在、本事業は、６月、８月、10 月、12 月に実施していますが、３月に体験活

動による交流の場を拡充することにより、参加者とスタッフの１年間のまとめとし

て、これまでの活動で人との関わりを振り返ることで、４月からの新しい生活環境

に対する不安を軽減し、期待感を高め、社会的自立が円滑に進むよう拡充するもの

です。 

 

⑵ 内容 

 不登校・不登校支援の講義と体験活動による交流 

 

⑶ 対象者 

     さわやか元気キャンプ参加者  

⑷ 定員 

20 人 

⑸ 実施場所 

子育て青少年拠点夢つながり未来館 

 

２ 予算額 

   歳出予算 22 千円 【拡充事業分】 

   （款）教育費 （項）社会教育費 （目）青少年教育費 

   （大事業）地域・青少年教育事業 （小事業）青少年育成事業 

節名称 予算額(千円) 説明等 

報償費 10 講師謝礼金 

報償費 12 スタッフ謝礼金（３千円×４人） 

 

３ 今後の予定 

令和７年（2025 年）３月   さわやか元気キャンプゆいぴあ実施 
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議案第２９号参考資料 

地域教育部中央図書館 

 

図書館管理事業における吹田市立図書館総合システム再構築事業について 

 

１ 事業の内容 

吹田市立図書館全館の貸出、返却、蔵書管理等を行うシステム（吹田市立図書館総合シ

ステム）の機器更新に伴い、各種手続きのオンライン化や図書館閉館時の返却資料のリア

ルタイム処理等、図書館利用者の利便性の向上を目的としたシステム機能の追加を行いま

す。 

 

２ 予算額 

   債務負担行為 

事項 期間 限度額 

吹田市立図書館総合システム 

再構築事業 

令和６年度～令和 12 年度 
640,774 千円 

 

３ 経過及び今後の予定 

令和６年（2024 年）４月 仕様書の作成（令和６年８月まで） 

９月 事業者選定（令和６年 12 月まで） 

令和７年（2025 年）１月 システム開発構築（令和７年 12 月まで） 

令和８年（2026 年）１月 システム運用開始 
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議案第２９号参考資料 

学校教育部保健給食室 

 

 

小学校給食事業における給食費の保護者負担軽減について 

 

１ 事業の内容 

   昨今の物価上昇により、様々な影響を受けている子育て世代の家計へ、生活支援と

するための緊急的な経済支援策として、令和６年度（2024 年度）４月から９月まで

の市立小学校給食費の無償化を行うものです。 

 

 

 

２ 予算額 

 ⑴ 歳出予算 1,150,013 千円 

  （款）教育費（項）保健体育費（目）学校給食費 

  （大事業）小学校管理事業（小事業）小学校給食事業 

節名称 予算額(千円) 説明等 

需用費 1,150,013 賄材料費 

 

⑵ 歳入予算  581,401 千円 

   （款）諸収入（項）雑入（目）雑（節）雑入 

細節名称 予算額(千円) 説明等 

給食費負担金 581,401 児童  495,852 千円 

教職員  85,549 千円 

 

 

区分 小学校給食 

支援内容 給食費の無償化 

期間 令和 6 年（2024 年）4 月～9 月 

予定回数 92 回 

１食単価 

低学年（１・２学年）251 円 

中学年（３・４学年）256 円 

高学年（５・６学年）261 円 

児童数 

（令和６年４月１日推計） 
21,568 人 
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３ 経過及び今後の予定 

令和２年度（2020 年度）６月～３月 

小学校給食費の無償化 令和３年度（2021 年度）10 月～３月 

令和４年度（2022 年度）４月～３月 

令和５年度（2023 年度）４月～３月 
給食費改定 

小学校給食費の無償化 

令和６年度（2024 年度）４月～９月 小学校給食費の無償化 
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議案第２９号参考資料 

学校教育部保健給食室 

 

中学校給食事業における給食費の保護者負担軽減について 

 

１ 事業の内容 

   昨今の物価上昇により、様々な影響を受けている子育て世代の家計へ、生活支援と

するための緊急的な経済支援策として、令和６年度（2024 年度）４月から３月まで

の市立中学校給食費の半額補助を行うものです。 

 

２ 予算額 

   歳出予算 155.655 千円 

  （款）教育費（項）保健体育費（目）学校給食費 

  （大事業）中学校管理事業（小事業）中学校給食事業 

節名称 予算額(千円) 説明等 

需用費 304 消耗品費 

委託料 70,191 調理等委託料 

負担金、補助及び交付金 85,160 中学校給食費補助金 

 

３ 経過及び今後の予定 

令和２年度（2020 年度）６月～３月 

中学校給食費の半額補助 
令和３年度（2021 年度）10 月～３月 

令和４年度（2022 年度）４月～３月 

令和５年度（2023 年度）４月～３月 

令和６年度（2024 年度）４月～３月 中学校給食費の半額補助 

 

区分 中学校給食 

支援内容 給食費の半額補助 

期間 
令和６年（2024 年）4 月 

   ～令和７年（2025 年）３月 

予定回数 193 回 

１食単価 340 円 

生徒数 

（令和６年４月１日推計） 
9,754 人 

備考 

想定喫食率 28.5％ 

令和５年(2023 年)４月から 11 月末までの喫食率

24.7％ 
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議案第30号参考資料  

健康医療部国民健康保険課 

 

令和６年度（2024年度）吹田市国民健康保険特別会計予算編成について 
 

 

令和６年度国保「市町村標準保険料率」の本算定結果について（概要）

 

 

【算定結果概要（令和６年１月 確定係数）】 

市町村標準保険料率（大阪府統一保険料率） 

令和６年１月 

大阪府健康医療部健康推進室国民健康保険課

 所得割 均等割 平等割 賦課限度額 

医療分 ９．５６％ ３５，０４０円 ３４，８０３円 ６５万円 

後期分 ３．１２％ １１，１６７円 １１，０９１円 ２２万円 

介護分 ２．６４％ １９，３８９円 ０円 １７万円 

（参考：令和５年度本算定） 

 

 

 

 

 

 

【主な算定条件（概要）】 

○ 府内全体で必要な事業費納付金総額を算定し、市町村ごとの所得水準、被保険者数、世帯数 

に応じて按分 

○ 統一保険料率となるよう、市町村ごとの医療費水準は反映しない 

○ 保険料算定式 

医療分・後期分：３方式 ⇒ 所得割、応益割（均等割６：平等割４）

介護分 ：２方式 ⇒ 所得割、応益割（均等割） 

○ 平成 30 年度からの追加公費のうち、普通調整交付金、特別調整交付金（子ども被保険者数） 、 

保険者努力支援制度（都道府県分及び市町村分（一部））等を算入 

【主な変動要因（概要）】 

○ 算定上の推計被保険者数 約 159.6 万人 

※令和６年度における 70 歳以上被保険者数の減少（団塊の世代の後期高齢者医療制度への 

移行）及び社会保険の適用拡大の影響を踏まえて推計 

○ 算定上の１人あたり費用の増減要因 

（増要因） 

保険給付費の増（約 9,600 円）   、後期高齢者支援金の増（約 3,100 円） 、 

保険料減免費用の増（約 1,600 円） 

（減要因） 

財政調整事業による保険料抑制（約 5,100 円）、療養給付費等負担金の増（約 2,400 円） 、 

普通調整交付金の増（約 1,600 円） 

 

 

 

                                      （次頁に続く） 
 

（１） 

 所得割 均等割 平等割 賦課限度額 

医療分 ９．１８％ ３３，７３０円 ３３，６９８円 ６５万円 

後期分 ２．９７％ １０，５８４円 １０，５７４円 ２０万円 
 

介護分 ２．６１％ １９，５５２円 ０円 １７万円 
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【参考】 ＜都道府県標準保険料率＞ 

医療分 支援金分 介護分 

所得割 均等割 所得割 均等割 所得割 均等割 

9.66% 58,400 円 3.16% 18,611 円 2.66% 19,389 円 

※都道府県標準保険料率とは、都道府県比較を行うために２方式（所得割、均等割）で算出したもの。 

 

※大阪府健康医療部健康推進室国民健康保険課の資料を一部改変 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 

 

【本算定における保険料抑制のための工夫】 
○ 財政調整事業による保険料抑制財源の確保（約 188 億円） 
（内訳） 
・都道府県繰入金（２号）の全額１号振替（約 51 億円） 
・保険者努力支援制度交付金（都道府県分）の活用及び（市町村分）の一部活用（約 53 億円） 
・市町村からの事業費納付金を通じた保険料抑制（約 11 億円） 
・過年度の保険料収納額（見込）の活用（約 74 億円） 

○ 特例基金（財政基盤強化分）の活用（６億円） 
○ 財政安定化基金積立金（前期高齢者交付金の留保額）の調整（約 23 億円） 

 374  374  396 



（
単
位
：
千
円
）

金
　

　
額

割
　

合
金
　
　
額

割
　
合

（
１

）
国

民
健
康
保
険
料

7,
50
4,
55
7

19
.4
%

（
１

）
総

務
費

7
4
0
,
9
9
6

1
.
9
%

（
２

）
一

部
負
担
金

1
0.
0%

（
２

）
保

険
給

付
費

2
7
,
2
5
6
,
3
1
8

7
0
.
7
%

（
３

）
使

用
料
及
び
手
数
料

1,
40
0

0.
0%

（
３

）
国

民
健

康
保
険
事
業
費
納
付
金

1
0
,
1
4
0
,
7
9
9

2
6
.
3
%

（
４

）
国

庫
支
出
金

1
0.
0%

（
４

）
共

同
事

業
拠
出
金

5
0
.
0
%

（
５

）
府

支
出
金

28
,1
41
,4
39

73
.0
%

（
５

）
保

健
事

業
費

3
8
2
,
7
4
0

1
.
0
%

（
６

）
繰

入
金

2,
89
7,
22
2

7.
5%

（
６

）
諸

支
出

金
5
1
,
0
6
0

0
.
1
%

（
７

）
諸

収
入

27
,
29
8

0.
1%

38
,5
71
,9
18

10
0.
0%

3
8
,
5
7
1
,
9
1
8

1
0
0
.
0
%

合
　
  

　
　
　
 　

　
計

合
　

  
 　

　
　
　
　
計

令
和
６
年
度
（
20
24
年
度
）
吹
田
市
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
当
初
予
算
（
案
）

歳
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　

　
　

　
　

　
入

歳
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
出

項
　
　
　
　
　
　
　
目

項
　

　
　

　
　
　
　
目

国
民
健
康
保
険

料
, 
7
,5

0
4
,5

5
7

府
支
出
金

, 

2
8
,1

4
1
,4

3
9

繰
入
金

, 

2
,8

9
7
,2

2
2

諸
収
入

, 

2
7
,2

9
8

総
務
費

, 
7
4
0
,9

9
6

保
険
給
付
費

, 

2
7
,2

5
6
,3

18

国
民
健
康
保
険

事
業
費
納
付
金

, 

1
0
,1

4
0
,7

99

保
健
事
業
費

, 

3
8
2
,7

4
0

諸
支
出
金

, 

5
1
,0

6
0

（
 ３

 ）

 375  375  397 



歳入 （単位：千円）

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ

令和５年度
（2023年度）
当初予算

令和６年度
（2024年度）
当初予算案

対前年度増減

（１） 国民健康保険料 6,715,149 7,504,557 789,408

（２） 一部負担金 1 1 0

（３） 使用料及び手数料 1,400 1,400 0

（４） 国庫支出金 1 1 0

（５） 府支出金 24,723,159 28,141,439 3,418,280

（６） 繰入金 2,935,238 2,897,222 △ 38,016

（７） 諸収入 27,219 27,298 79

（８） 繰越金 700,000 0 △ 700,000

35,102,167 38,571,918 3,469,751

歳出 （単位：千円）

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ

令和５年度
（2023年度）
当初予算

令和６年度
（2024年度）
当初予算案

対前年度増減

（１） 総務費 595,747 740,996 145,249

（２） 保険給付費 23,723,737 27,256,318 3,532,581

（３） 国民健康保険事業費納付金 10,353,853 10,140,799 △ 213,054

（４） 共同事業拠出金 5 5 0

（５） 保健事業費 377,265 382,740 5,475

（６） 公債費 0 0 0

（７） 諸支出金 51,560 51,060 △ 500

35,102,167 38,571,918 3,469,751

合　  　　　 　　計

合　   　　　　　計

項目

項目

令和６年度(2024年度)吹田市国民健康保険特別会計当初予算(案)前年対比

（ ４ ）
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